
海外事業展開と海外子会社マネジメント
──日系企業を中心として──

中 川 優

Ⅰ はじめに
Ⅱ グローバル化とグローバル経営の課題
Ⅲ グローバル化と現地マネジメント：国際経営分野からの知見
Ⅳ 日本的経営および管理会計実務の海外移転，海外展開
Ⅴ コントロール・パッケージと海外子会社マネジメント
Ⅵ 今後の研究課題とアプローチ

Ⅰ は じ め に

本稿では，海外事業の展開と海外子会社マネジメントの関係を考察するための前提と
して，これまでに関連する研究の概要をレビューすることにより，明らかとなった研究
課題を概観する。とりわけ，日本企業を対象として，筆者の関心領域である管理会計に
関わりの深い領域を中心に検討を加える。そのための前提として，日本企業のグローバ
ル化の経緯および現状を明らかにし，その上で，子会社マネジメントに関連するこれま
での課題を検討する。そのためにも，関連する国際経営論に関するこれまでの研究を参
照する。さらに，海外子会社のマネジメントを解明するために，近年，マネジメント・
コントロールの分野で注目されているコントロール・パッケージのフレームワークにつ
いて概観する。それらを理解し整理したうえで，現状の問題点を明らかにする。このこ
とにより，将来の海外子会社マネジメントにとって，重要となる研究課題についてアプ
ローチする手掛かりとしたい。

Ⅱ グローバル化とグローバル経営の課題

（1）子会社マネジメントの課題
日本企業において，グローバル化の流れは，拡大をし続けている。図表 1からも明ら
かなように製造業に限定しても，海外生産比率は，一貫して拡大をし続けている。
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図表 1のデータは，中小企業も含まれており，大企業の場合には，売上高のほとんど
が海外という企業もある。例えば，村田製作所は，2017年 3月期の海外売上高が 92.6

％であ
1
り，キヤノンの 2017年 12月期の予測売上高のうち，海外の比率は 78％であ

2
る。

もちろん，これらのすべてが海外で生産されたものではなく，日本で生産し海外に輸出
されたものも当然含まれている。しかし，日本からの輸出は，近年の円安傾向の恩恵を
受けているとはいえ，為替の変動により収益性の不安定化の要因となる。このため，国
内の雇用の維持や生産体制のバランスを取りながら，海外生産へのシフトを継続的に行
っていると，図表 1の結果から解釈できよう。
このような状況のもとにおいて，グループ経営という観点からも，海外子会社の占め
る地位は，グローバルな連結経営を考慮するうえでも重要性を増すことになる。
しかし，国内の子会社のマネジメントとは，多くの異なる側面を持っている。このた
め，従来から特に国際経営の分野において研究の蓄積がなされてきた。それらの主な内
容については，後述することとする。

（2）国内子会社との相違
グローバル経営は，単に国境を越えるというだけではなく，多くの環境の変化をもた
らすことになる。そこでは，多くの考慮しなければならない要素が，複雑に関係してい
る。
例えば，（Ghemawat, 2001）では，4つの隔たり（distance）として，文化的，政治的，
地理的，経済的という要因を指摘している。例えば，文化的な隔たりは，単に慣習やビ
ジネス慣行の相違だけではない。特に日本本社と海外子会社の所在する地域との言語の
────────────
１ 同社ホームページより https : //www.murata.com/ja-jp/about/ir/financial/area（2018年 1月 7日閲覧）
２ http : //web.canon.jp/ir/finance/highlight.html（2018年 1月 7日閲覧）

図表 1

（経済産業省「海外事業活動基本調査」のデータより作成）
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違いも含まれるが，日本語という極めて特殊な言語を母語とする者にとって，他言語で
のコミュニケーションは，大きな問題である。
このため，多くの日本企業が海外子会社のトップを日本人にしていることは，1つの
大きな理由として，本社とのコミュニケーションを重視する日本企業にとっては，合理
的な選択であるともいえる。もちろん，一部の大企業においては，外国人の取締役（社
外取締役も含む）がトップマネジメントとして，経営陣の一翼を担っている場合もあ
り，中には海外子会社の外国人のトップが本社の執行役員となっている場合もあるが，
全体から見れば，依然として少ないと言えよう。
また，政治体制や政治の安定度などは，新興国に進出する際の大きな影響要因であ
る。また，法的な制度の相違も直接あるいは間接的に海外子会社の経営に影響を与える
要因であることは，よく知られている。国によっては，日本側の過半数出資を認めてい
ない場合もあり，特に現地側のパートナーとの関係が大きな問題となることもある。
さらに，地理的な隔たりは，本社が直接的に海外子会社を管理・監督し，実態を把握
することを困難にしている。しかし，近年の ICT の発展は，地理的な隔たりを一部は，
克服する状況になる。例えば，インターネットを活用したテレビ会議は，従来は出張な
どによって，実際に現地を訪れなければ会議等のコミュニケーションの手段はなかった
が，現在では比較的安価で TV 会議のシステムを活用することが可能となった。また，
ERP（Enterprise Resource Planning）などの情報システムは，本社から海外子会社の状況
をほぼリアルタイムで把握することが可能となっている。しかし，このような手段が発
展してきたとはいえ，本社が海外子会社について直接的あるいは間接的にコントロール
する手段は，限られたものとなる。このことについては，後述することにする。いずれ
にしてもこれらの隔たりが，グローバル経営に影響を与えていることは，間違いない。

（3）日本企業の現地化と現地経営
日本企業が海外展開を積極的に行うようになった，1980年代以降，当時の急速な円
高の進行を受けて，製造業においては，現地生産を開始するに至った。特に 1980年代
自動車を中心としたアメリカとのいわゆる「貿易摩擦」問題は，日本からの自動車の実
質的な輸出制限という事態となり，現地生産を開始せざるを得ない状況となった。
例えば，ホンダは二輪車の製造で北米での現地生産を開始しており，1982年に四輪
車の製造も開始した。また，日産は 1984年にテネシー州で現地生産を開始した。トヨ
タは，GM との合弁事業である（NUMMI ; New United Motor Manufacturing Inc.）を立
ち上げ，本格的な現地生産に着手し，そこでアメリカにおける現地生産の課題やノウハ
ウを学習した上で，単独でケンタッキー州に進出し，1988年に本格な現地生産を開始
した。また，単独での進出が難しい場合には，共同での進出も行った。富士重工（現：
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スバル）は，いすゞ自動車と共同で北米に進出し
3
た。1985年にマツダもアメリカの生

産会社を設立し，1987年に量産を開始した。このように日本の主要な自動車メーカー
は，1980年代末にかけて，北米において現地生産を開始した。しかし，急速な海外進
出は様々な問題を引き起こしながら，それらの課題について，試行錯誤を繰り返しなが
ら現地経営に向き合うこととなった。
特に製造業においては，生産現場における改善活動等を中心とした生産管理を重視す
る日本的なマネジメントを，現地においても実践することを優先させてきた。このた
め，研究においても，日本的経営の移転に焦点を当てた研究が行われてきた。そして，
この分野の研究における 1つの課題として，研究の蓄積が行われてきた（このことにつ
いては次節において検討する）。
その一方で，日本企業は，海外子会社への権限移譲が進まないということに対して，

「未熟な国際化」という批判がなされてきた。このことは，海外子会社は常に現地サイ
ドではなく，日本本社の方を向いて経営を行っているというものである。しかし，生産
に関わる現地化は，現地製の部品の使用を義務づけるローカルコンテンツ規

4
制や，日本

からの原材料の輸入等による為替変動のリスク回避の観点から，半ば強制的に現地調達
を進められてきた。現地調達の拡大は，単に原材料を現地から購入するということにと
どまらない。原材料を加工する設備の対応や設計や開発の一部も現地化することが，必
然の課題となる。それは，日本で調達できる原材料と同等のものとが，現地において調
達できるとは限らないからである。特に，日本から設備を導入した場合に，設備の側で
対応できない場合があり，設備の調整が必要なこともある。日本の製造業では，工場や
生産設備に独自のノウハウが含まれており，品質や生産性を維持するためにも，日本の
工場と同等のレベルを追求したいと考えている企業が多いと思われる。このため，多く
の日本の製造業において海外に生産工場を設立する際に，海外工場の移転元がマザー工
場として，海外工場の生産設備などの移転やその後のメインテナンス等のサポートの中
心となる役割を果たしている場合が多い。
また，生産現場以外にも現地従業員の採用などに直接関係する人事担当者は，比較的
現地化が進んでいるということが明らかになってい

5
る。このような現地化の展開を考慮

する際に，海外子会社のマネジメント全体が現地化されているか否かでなく，経営の職
────────────
３ その後，いすゞ自動車は合弁を解消し，スバルの単独の生産工場となった。さらに，トヨタとスバルと
の提携により，トヨタの委託生産も行うようになった。

４ ローカルコンテンツ規制は，本来，途上国が国内産業の保護のために，例外的に行うことが認められて
いるものである。しかし，1980年代半ば以降の日米の自動車に関する貿易摩擦を受けて，多くの自動
車メーカーが進出したが，それらの企業に部品や原材料の調達を現地で行うことを半ば強制するような
自動車ラベリング法が 1994年から施行された。これは，部品の調達率等を表示させるもので，日本側
は貿易協定に違反する疑いがあるとしている。

５ 例えば中川（2004）においては，在米日系企業や在タイ日系企業においてこのような傾向が明らかにみ
られる。
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能や階層によってもその濃淡があることが，明らかとなってい
6
る。

（4）海外進出と立地の問題
子会社マネジメントとは直接的には関係しないが，海外進出に際してどこに進出する
のかという立地の問題は，現地経営においても大きな影響を与えることになる。
例えば，新興国に進出する場合には，現地国や地方政府の誘致・優遇策も進出先を決
定する際の要因となることがあ

7
る。特に，前節で言及した自動車産業の場合には，立地

の問題は，大きな問題である。特にアメリカの自動車産業は，全米自動車労働組合
（UAW）という産業別組合が大きな影響力を持っており，特に日本の自動車産業が進出
した 1980年代から 90年代初頭にかけては，日本的な生産現場における多能工などの制
度と相いれない部分も多かった。
例えば，トヨタもアメリカにおける合弁事業において，この点に関して，大きな課題
であったことが明らかにされてい

8
る。このように，自動産業においては UAW の影響

力を考慮して，その立地を考慮したとも言われている。伝統的に自動車産業が多い地域
であるミシガン州やオハイオ州は，自動車産業に関する熟練工も多いが，その反面，
UAW の影響力が強く，労務費も高い。
その反面，日産が進出したテネシー州をはじめとする南部の諸州は，UAW の影響力
も弱く，労務費も安い。しかし，その一方で，自動車産業の経験者や熟練工の雇用が難
しいという面もある。その後，トヨタが単独で進出したのも，南部のケンタッキー州で
あった。その後，トヨタも 2003年にアラバマ州にエンジン工場を，2011年にはミシシ
ッピ州にカローラの生産工場を立ち上げている。また，日産もミシシッピ州に小型車の
生産工場を展開している。
さらに，NAFTA（北米自由貿易協定）の拡大により，アメリカ南部からより労務費
の安いメキシコへと生産工場を移管している。しかし，2017年にトランプ大統領の登
場により，アメリカ国内の製造業の保護を理由に，貿易協定の見直しやメキシコ製の自
動車に関税をかけることなどを言明しており，一部の自動車メーカーは，アメリカ国内
に再び移転することを表明している。このように政治的な要因も立地問題に大きな影響
を与えることになる。
日系企業の場合，中国などのように日本側の過半数出資が認められていない国は別と

────────────
６ 同上書。
７ 例えば中川（2004）では，タイに進出している日系企業の進出動機として，進出当時に考慮した要因と
しては，「現地の誘致・優遇策」という回答が上位にあげらえている。

８ トヨタ自動車 75年史第 3部「グローバル企業への飛躍」より，トヨタ自動車ホームページ；https : //
www.toyota.co.jp/jpn/company/history/75years/text/leaping_forward_as_a_global_corporation/chapter1/section3/
item2_a.html（2017年 8月 17日閲覧）

海外事業展開と海外子会社マネジメント（中川） （ 851 ）３０９



して，日系企業とりわけ製造業の場合には，単独での進出を志向する傾向が言われてい
る。これは，現地パートナーとの合弁や買収を通じて進出すれば，現地パートナーとの
調整や買収前の企業のマネジメントや生産管理のやり方を日本的な方式に転換する必要
となる場合があり，多くの困難や問題が生じる場合がある。
これに対して，グリーフィールドと呼ばれる単独進出の場合には，熟練あるいは経験
のある労働者を雇用する際には，困難が生じるが，むしろ日本的な生産管理や多能工な
どのスキルを一から身に着けてもらうことにより，日本的な製造現場に対応してもらう
ことが可能となり，却って経験者に従来のやり方を変更することを納得してもらうより
も，容易かもしれない。

Ⅲ グローバル化と現地マネジメント：国際経営分野からの知見

（1）グローバル統合とローカル適応とのテンション
事業部制組織における議論を見るまでもなく，「分権」か「集権」という問題は，マ
ネジメント上の重要な課題であるが，海外子会社マネジメントにおいても，同様の議論
が行われてきた。その典型的なものは，Bartlett, C. A. and S. Ghoshal. 1989；同邦訳
1990）である。バートレット＝ゴーシャルは，親会社が子会社を管理する戦略に応じて
企業を類型化して，「グローバル企業」，「インターナショナル企業」，「マルチナショナ
ル企業」，「トランスナショナル企業」というパターンを指摘した。この類型化は，世界
で成功している多国籍企業のマネジメントをパターン化したものである。したがって，
純粋な理論モデルというよりも実務を類型化したものであるが，それだけにグローバル
化の実態を反映したものであり，強い説明力を有すると思われる。このモデルを援用し
た実証研究も行われている。以下では，バートレット＝ゴーシャルの提示したモデルの
概要を説明することとする。
1）マルチナショナル企業
このタイプの企業は，海外子会社の自律性が高く，本社は海外子会社の経営には，
あまり関与しない。したがって，海外子会社の役割は，現地における市場ニーズや機
会を捉えてそれに対応する役割をもたされている。したがって，現地において得られ
た知識やノウハウは，そこで自己完結的に利用されるだけであり，本社や他の海外子
会社に移転されることはない。
2）グローバル企業
このタイプの企業は，マルチナショナル企業と対極をなすものであり，本社を中心
とした中央集権的な意思決定が行われる。したがって，海外子会社は本社が決定した
戦略の忠実な実行者であることが求められ，海外子会社の自律性は低い。また新たな

３１０（ 852 ） 同志社商学 第６９巻 第５号（２０１８年３月）



知識，ノウハウは，本社で集中して行われる。またこれらの知識やノウハウが海外子
会社に移転されることはない。
3）インターナショナル企業
このタイプの企業は，マルチナショナル企業とグローバル企業の折衷的なタイプで
あり，両者のメリットを生かそうというものである。すなわち，企業の能力の中核と
なる部分（コア・コンピタンス）は，本社に集中させる一方で，他の機能は子会社に
委譲する。たとえば，製品開発力がその企業のコア・コンピタンス（競争力の源泉）
であるならば，製品開発を本社で集中して行い，他の機能については意思決定権限を
子会社に委譲するというものである。また，本社で開発された知識，ノウハウ等は必
要に応じて子会社に移転される。
これらの 3つの企業タイプについて要約すると図表 2のようになる。
さらに，彼らが理想として示している「トランスナショナル型」の企業は，各国の置か
れている状況（経済の発展度，政府の規制等）により，海外子会社の果たすべき役割が
異なり，それらがお互いに協調，調整しながら全体としての統合性を維持するというモ
デルである。
しかし，バートレット＝ゴーシャルにおいては，中央集中と分散とは，依然として対
立的な概念として考えられる。しかし，近年の研究では，分散か集中かの二者択一のも
のとしてとらえるのではなく，現実的には両者を同時に包含せざるをえない場合が多
い。そのような状況においては，両者の間に緊張関係（tension；以下テンションとす
る）を生じることになる。このテンションをうまくマネジメントすることに関する意義
が強調されるようになってきた。
Busco et al.［2008］においては，グローバル企業は，垂直的な関係（親会社と子会社
の関係）と水平的関係（子会社間の関係），親会社の戦略を実現するための集権化とロ
ーカルな環境適応のための分権化，マネジメントの全社的な統合とローカルにおける分
化という 3つの問題を本来的に抱えており，これらがテンションを生み出しているとし
ている。

図表 2 マルチナショナル企業，グローバル企業，インターナショナル企業の組織の特徴

組織の特徴 マルチナショナル企業 グローバル企業 インターナショナル企業

能力と組織力の構
成

分散型
海外子会社は自己充足

中央集中型
グローバル規模

能力の中核部は中央に集
中させ，他は分散

海外事業が果たす
役割

現地の好機を感じ取って
利用する

親会社の戦略を実行する 親会社の能力を適応さ
せ，活用する。

知識の開発と普及 各組織単位内で知識を開
発して保有

本社で知識を開発して保
有

本社で知識を開発して海
外の組織単位に移転

出所：Bartlett＝Ghoshal［1989］（吉原訳［1990］）p.79）
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この緊張関係を除去することは不可能であり，これらをうまくマネジメントすること
が重要であると主張している。そして，そのマネジメントの手段として業績管理システ
ムに注目している（図表 3を参照のこと）。彼らは，ネスレ（Nestle）のミネラルウォ
ーター事業部におけるケーススタディを通じて，上記のテンションのマネジメントがい
かにして行われたかを明らかにしている。彼らは，業績管理システムが伝統的には，意
思決定プロセスの集権化と標準化を行う傾向が強かったが，ネスレにおいて新たに採用
された業績管理システムは，階層的な結合を行わずに，水平的な関係を促進するもので
あるとしている。そして，水平的な関係を維持しながら共通の測定尺度に収束させると
ともに，ローカルなブランドの業績管理には別個の指標が用いられているとしている。

Ⅳ 日本的経営および管理会計実務の海外移転，海外展開

前節では，本社と子会社の関係についての展開について概観したが，特に 1980年代
後半から 90年代にかけて，日本的経営が世界的に注目を集めるとともに，日系企業の
海外進出も加速した。そのため，日本企業は海外子会社においても，「日本的経営」を
実践しようとした。このため，日本的経営の海外移転に関する研究が行われるようにな
った。本節ではこれらについて概観する。

（1）先行研究：日本的経営実務の海外移転
1980年代以降，日本的経営が注目を集める一方，急速な円高の進行や自動車，家電
に見られるような貿易摩擦問題等により，海外進出が盛んに行われ，現地生産が開始さ
れた。その中で，日本企業がその利点として考えていた，「日本的経営」を海外子会社
においても実践しようというモチベーションが高かったと思われる。
実際に，海外子会社においても日本的経営と呼ばれる経営実践の移転が行われる一
方，むしろ，現地式の経営に適応する実務も存在することが，大規模な事例研究によ
り，明らかにされている。例えば，岡本（1998），等の一連の研究では，在外日系企業

図表 3：業績管理システムによる統合

出所：Busco el al.（2008）p.108.
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の経営実務をケース研究により明らかにしており，経営実務の各要素が日本的か現地式
かという両極のうち，いずれに近いのかを尺度として，数値化している。これらの結果
からは，日本の経営実務がほぼそのまま実践されているものと，現地式に改変されてい
るものが混在しているという「ハイブリッド化」が行われているという実態を明らかに
している。これは，日本的経営のうち，移転が容易（あるいは可能）なものと，困難
（あるいは不可能）なものがあるということを示している。移転が困難なものとしては，
日本の文化，社会システムとの関連性が強く，普遍性が乏しいものであると思われる。
図表 4および 5は，生産現場におけるシステムを，1：非日本型（現地式），5：日本
型として 5ポイントで評価したものである。図表 4は，会社のタイプごとの評価点の分
布，図表 5はサブシステムごとの評価値の平均値である。
図表 4および 5の結果からもわかるように，企業全体としてみた場合においても，ま
た生産現場のシステムに関する実務においても，評価ポイントにばらつきが見られる。
生産現場のシステムにおいても，日本型の導入が容易なものと困難なものが混在してお
り，企業ごとの評価値の平均値においても，現地型に近い企業から日本型に近い企業ま
で，広く分布していることが理解できる。

（2）日本的管理会計技法の移転
前項のように日本的経営の海外移転に関する研究は，80年代～90年代にかけてある
程度の研究が蓄積されてきた。一方，90年代に入ると原価企画などの日本的管理会計
に注目が集まるようになった。それは，海外の企業が日本企業の経営実務に注目したこ
ともあるが，日本の管理会計研究者が積極的に学会，論文等を通じて海外に向けて発信

図表 4 北米日系企業の生産現場システムの分布状況

非日本型
（1.5～2.5未満）

混成型
（2.5～3.5未満）

日本型
（3.5～5.0）

5社 15社 11社

出所：岡本［2000］p.57

図表 5 北米日系企業の生産現場システム：採点内訳

生産現場システム
男性のジョブローテーション
女性のジョブローテーション
小集団活動の実施状況
5 S 運動の実施状況
作業長の業務内容
作業長の異常処理能力
作業者の自主保全能力
品質管理の考え方

3.1
3.5
3.4
2.6
2.8
3.6
3.6
2.5
3.8

出所：岡本［2000］p.57

海外事業展開と海外子会社マネジメント（中川） （ 855 ）３１３



したことも，大きな要因であると考えられる。これにより欧米の研究者も原価企画を中
心とした日本的管理会計に関心を持つようになった。その後，日本企業の世界的なプレ
ゼンスの低下により，一時ほどの関心は持たれていないが，その後もアメーバ経営など
の「ミニ・プロフィットセンター」などの日本発の管理会計については，継続的に日本
企業の海外子会社への移転や外国企業による導入などが行われている。

（3）原価企画の海外移転
原価企画の海外移転については，原価企画が 90年代に学界において注目を集める以
前から取り組まれている。（加登，1993）においては，英国日産における原価企画の移
転について詳細な記述がなされている。また，その他の日系企業においても原価企画の
移転が行われている事実が確認されてい

9
る。また，岡野（1995）においては，トヨタの

原価企画の海外移転について，明らかにされている。海外移転の場合は，日本企業の海
外移転だけはなく，外国企業の原価企画の導入についても研究する必要がある。谷
（1996）は，原価企画の実施状況，利用されているツールなどを，原価企画を実施して
るドイツ企業と日本企業を比較することにより，ドイツ企業における原価企画の実施状
況を明らかにしている。また，外国の研究者によっても原価企画は，関心を集めるよう
になり，アメリカの CAM-I における研究グループの成果として（Ansari, et al., 1997）
が原価企画について詳細に紹介するとともに，アメリカ企業における実施例についても
紹介している。

（4）MPC の海外移転
MPC（micro profit center あるいは mini profit center）は，ラインカンパニー制や京セ
ラのアメーバ経営などのように，小集団における収益管理を徹底し，そこにある程度の
権限移譲を行うことにより，従業員のモチベーションを高めるという日本企業発の管理
会計システムである。海外への移転のケースとしては，京セラがアメリカにある子会社
への移転の事例について（挽，2007）に詳しい。このケースからは，日本発の管理会計
システムであるアメーバ経営が，アメリカ子会社においてどのように導入されていった
のかが詳細に記述されている。

Ⅴ コントロール・パッケージと海外子会社マネジメント

前節までにおいて検討してきたように，本社が海外子会社をマネジメントするに当た
────────────
９ 例えば（中川，2004）においては，在外日系企業に対するアンケート調査において，実施率は低いもの
の原価企画が行われていることが明らかにされている。
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っては，多数の考慮しなければならない要素がある。このように，これらの要素をマネ
ジメントする際には，前節で述べたようなテンションが発生することが考えられる。し
かも，前述したように矛盾する課題を同時に解決しなければならないジレンマに陥るこ
とになる。そこで，前節の Busco et al.［2008］において言及されている紹介されたネ
スレの業績管理システムにおいても指標の使い分けなどの工夫がされている。このよう
な状況の下で，複数のコントロール・システムを組み合わせて活用するコントロール・
パッケージのフレームワークである。

（1）4つのコントロール・レバー：Simons（1995）によるコントロール・システムの展開
コントロール・パッケージのフレームワークを包括的に取り扱っている文献は，

Malmi＝Brown（2008）であることは，多くの研究者が指摘してい
10
る。しかし，コント

ロール・パッケージという用語は使用していないが，複数のコントロール・システムを
併用するというフレームワークを提供し，その後の研究に大きな影響を与えたものとし
ては，Simons（1995）がある。以下では，ごく簡単にその概要を説明する。彼は，マネ
ジメントがコントロール・レバー（LOC : lever of control）と呼ぶコントロール・シス
テムを使い分けながら，経営管理を行っているとしている。
LOC フレームワークにおいては，コントロール・システムは，4つのシステムから
成っている。信条のシステムは，サイモンズによれば「経営トップ層が，公式に伝達あ
るいはシステムとして提供を強いている組織の基本的な価値観，目的，方向性に関する
一連の明示的な組織的な定義」である。信条のシステムは，従業員が適切な行動を行う
ための努力の機会を探索，開拓，創造，拡張することを促し，動機づけるために，核と
なる価値観を伝達するものである。しかし，大きく変化する環境の下では，従業員がリ
スクの高い行動を行うことを抑制することも必要になる。これが境界のシステムであ
る。したがって，信条のシステムと逆の働きをするのが境界のシステムである。境界の
システムは，組織の参加者に戦略的な活動について受容できる範囲を示すものであり，
従業員に避けるべき行動を伝えるものである。両方のシステムともに，従業員に新たな
機会を探索することを動機づけるものであるが，ひらめきを通じて肯定的な方法により
行うのが信条のシステムであるのに対して，行動の制約を通じて，否定的な方法により
行うのが，境界のシステムである。
信条のシステムと境界のシステムがコインの裏表の関係にあるのと同様に，診断的な
コントロール・システムと相互作用的なコントロール・システムも密接な関係が存在す
る。企業の重要成功要因は，診断的なコントロール・システムの中に埋め込まれてお
り，それは従業員に伝達される。診断的なコントロール・システムは，従業員に組織の
────────────
１０ 近年の日本語文献に限定しても堺（2016），島（2016），佐久間他（2013），福嶋（2012）などがある。
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目的と合致する行動を採るように動機づけることを意図している。そして，管理者が，
企業が意図した戦略を実現するためにモニターされるべき，前提となる組織のドライバ
ーに注意を振り向けるようにするものである。さらに，管理者に対して目標に対するベ
ンチマークを行うことを可能にするものでもある。診断的なコントロール・システム
は，従業員に対してある種の制約を課するものとしても機能する。
これに対して，相互作用的なコントロール・システムは，将来を見据えたものであ
り，行動やトップとの頻繁な対話という特徴を持っている。相互作用的なコントロー
ル・システムは，企業が変化する市場において自らの戦略的な位置づけに関する新たな
方法を探索することをサポートすることを意図している。
これらの 4つのコントロール・システム（レバー）を統合することによって，事業戦
略のコントロールが達成されるとしている。また，サイモンズは，4つのコントロー
ル・レバーは，信条のシステムと相互作用的なコントロール・システムの引っ張り合い
（テンション）が，プラスのエネルギーを作り出し，残りの 2つのレバーの引っ張り合
いがマイナスのエネルギーを作り出していることを示唆している。そして，管理者は，
業績測定システムを診断的なコントロール・システムと相互作用的なコントロール・シ
ステムの両方の役割で使用することにより，組織能力を高める望ましい状態の引っ張り
合いが生じると仮定している。
このように，4つのコントロール・レバーは単独で用いられるものではなく，組み合
わせて用いられることが前提となっている。このフレームワークをより発展させたもの
が，次に説明する Malmi＝Brown（2008）で提示されたコントロール・パッケージのフ
レームワークであるとも言える。

（2）Malmi＝Brown（2008）によるコントロール・パッケージのフレームワーク
Malmi＝Brown（2008）では，従来のマネジメント・コントロール・システム（以
下：MCS と記述）に関する実証研究において，結論に関して一貫性がない理由として，
MCS を個別にしか捉えていないためであるとしている。実際には，複数の MCS が同
時に用いられており，これらの MCS 間の相互作用や相互依存性についての視点が欠落
しているとして，コントロール・パッケージのフレームワークを主張している。彼らの
提唱するコントロール・パッケージのフレームワークは，図表 6に示されている。
図表 6の主な構成要素に関する定義と具体例については，図表 7にまとめられてい
る。
図表 6および 7からも理解できるように，MCS パッケージには，様々なコントロー
ル・システムから構成されている。伝統的な MCS あるいは管理会計システムの中核を
なすサイバネティック・コントロールや文化によるコントロール，伝統的な管理システ
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ムなど 5つに分類された MCS から構成されている。このようなコントロール・パッケ
ージのフレームワークは，海外子会社のマネジメントにおいて，マネジメントの実態を
説明する際に，有効なフレームワークであると思われる。例えば，窪田他（2014）で
は，海外において事業展開を行う日本企業 3社に対するケース研究を行っている。
それらの企業においては，「結果によるコントロール」「プロセス・コントロール」

「文化によるコントロール」がパッケージとして活用されていることが，明らかにされ
てい

11
る。特に日系企業の場合には，自社の経営理念や行動規範のような価値観の浸透

を，国内のみならず海外子会社においても，その浸透を図っている企業が少なくない。
────────────
１１ 窪田他（2014），p.46-47.

図表 6 MCS のパッケージ

文化によるコントロール

クラン・コントロール 価値観 シンボル

計画 サイバネティック・コントロール
報酬システム

長期計画 行動計画 予算 財務的な
測定システム

非財務的な
測定システム

ハイブリッドな
測定システム

管理的なコントロール

ガバナンス構造 業務構造 方針と手続き

（出所：Malmi＝Brown（2008），p.291）

図表 7 MCS のパッケージの内容

構成要素 定義 内容

計画 事前のコントロール，組織の機能領域ごとの目標設
定，それらに向けた注力と行動，目標達成に関連し
た標準の設定と努力と行動のレベルの明確化，組織
の機能領域を横断して目標一致とそれによる集団と
個人のコントロール

行動計画：通常は 12か月間の目標と行
動を策定，日常的なルーチンに焦点。長
期計画：中・長期にわたる目標と行動の
策定，より戦略的な視点

サイバネテ
ィック・コ
ントロール

サイバネティック・コントロールの 5つの特徴：①
前提となる事象，活動またはシステムを可能にする
量的な測定，②目標あるいは業績の設定，③活動の
成果と目標とを比較可能にするフィードバックのプ
ロセス，④フィードバックがもたらす差異分析，⑤
システムの行動あるいは前提となる活動の修正

予算，財務的な測定，非財務的な測定，
バランス・スコアカードのような財務
的，非財務的な測定を組み合わせたハイ
ブリッドシステム

報酬システ
ム

努力の方向性，期間，集中度をコントロールするた
めに，報酬と結びつけることを通じた，動機づけと
個人あるいはグループの業績の向上

報酬とのリンクや目標達成度に応じた報
酬

管理的コン
トロール

管理的コントロール・システム：従業員の組織化
（組織設計や構造）を通じた従業員の行動を指示す
る。行動のモニタリングや行動に対する説明責任
（ガバナンス）；タスクや行動がどのように実行され
たかあるいはされないかを特定するプロセスを通じ
たコントロール

組織の設計，構造；企業内のガバナンス
構造；手続きや方針

（出所：Malmi＝Brown（2008），p.291，一部省略）
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このことは，日本企業にとって経営理念や共通の価値観を持つことが，MCS パッケー
ジの構成要素である「文化によるコントロール」として，MCS の一貫をなしていると
いうことである言える。また，複数のルートによりコントロールを行うことにより，そ
れぞれのコントロール・システムの弱点を補完する役割も期待できる。特に海外展開を
行っている大規模製造業においては，事業部が海外工場も含めて製品系列ごとに様々な
コントロールやサポートなどのかかわりを持つ一方で，日本側の本社において海外事業
を統括する部署（国際本部，海外事業統括本部など）は，地域ごとや海外子会社からの
月次報告などを通じたコントロールを実施している。特に海外子会社において，本社側
から見て複数の事業部に属する製品を扱っている場合には，当該海外子会社は，日本側
の事業部からと本社の両方から指示やコントロールを受けるマトリクス構造となってい
る。このような場合には，前述したテンションの発生とそのマネジメントの観点から
も，MCP のフレームワークが指摘するような複数のコントロール・システムを活用し
ているのかもしれない。

Ⅵ 今後の研究課題とアプローチ

（1）海外子会社マネジメントにおけるテンション
海外子会社マネジメントにおけるテンション問題は，（窪田ほか，2014）においても
指摘されているように，会計コントロールのみではなく，他のコントロール・システム
と組み合わされたコントロール・パッケージとして，テンションとの関係を 3社という
限定された状況ではあるが，詳細に記述している。このように，テンションの問題をコ
ントロール・パッケージにより，どのように解決あるいは処理しているのかについて
は，重要な研究課題として取り組むべきであろう。また，前述したように日本企業の海
外子会社マネジメントの手法の 1つとして，ある種のマトリクス組織になっている場合
が多い。特に製造業の場合には，生産拠点の立ち上げに際して，製品の製造を担当する
事業部が，生産技術などを継続的に指導しているケースが多い。そして，立ち上げ後も
その後の製品のモデルチェンジや生産技術の発展など，本社側の事業部との密接な関連
が継続的に維持されている。その一方，海外子会社は，法人として本社との連結対象で
ある場合が多く，海外子会社単体として収益性を問われることにもなる。このため，海
外子会社→本社というレポートラインの他に，海外子会社→製品の属する事業部という
レポートラインが併存する形態となる。このため，海外子会社は，本社と事業部の双方
からのコントロール対象となっており，これが新たなテンションを生み出しているとも
いえる。
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（2）地域統括本社の役割
海外子会社を多く持つ大企業の中には，域内の海外子会社を統括する地位統括会社を
置くものもある。地域統括会社の役割としては，地域内の子会社間の調整や本社との連
絡・調整，さらに地域内の海外子会社の共通機能（資金調達など）などが知られてい
る。しかし，実態としては明確に地域を統括して，地域を統括する本社の役割を担って
いるものは，それほど多くなく，海外子会社と日本本社との間の仲介・調整的な役割が
実態と言えよう。したがって，「屋上屋を重ねる」という批判もある。しかし，よりダ
イナミックに地域統括会社に権限移譲を行って，地域統括本社としての役割を担わせて
いる会社もある。いずれにしても，地域統括会社に対してより明確な役割とその権限に
関して，実態を解明して，その適切な機能について明らかにされるべき時期に来ている
とも言えよう。

（3）「トランスナショナル」は，理想型か？
松木（2017）が指摘しているように，日本のグローバル企業には依然として，日本か
ら出向者（派遣者）を通じた海外子会社のコントロールを行っている企業もある。これ
は，企業理念や企業文化の浸透を通じて行うコントロールには，これらの派遣者の役割
が重要であると指摘されている。また，前述したバートレット＝ゴーシャルの類型によ
るトランスナショナルは，ある種の理想型のような記述もなされているが，彼ら自身も
トランスナショナルが適するかどうかは，その企業が直面している環境にもよると指摘
している。一部の日本企業が，海外子会社のコントロールに関しては，日本からの派遣
者を通じた組織文化の浸透によって，行っているとすれば，今まで「未熟」と見られて
きた日本企業のグローバル経営についても，別のロジックが働いている可能性もある。

（4）その他の課題
IFRS（国際会計基準）について，一部企業において，その導入が行われている。財
務会計的な意義や実態とは別に，海外子会社マネジメントに限定すると，筆者が参加し
た聞き取り調査の結果からは，IFRS の導入の効果について，「決算期の統一ができ，連
結の財務データが作成しやすくなった。」とか，「海外子会社も含めて同一の物差しで評
価できるようになった」など，海外子会社マネジメントに関しては，肯定的な評価が多
かった。しかし，依然として適用企業がそれほど多くなく，これから導入する企業や強
制適用になった時のインパクトなど，これから解明しなければならない課題も多いと思
われる。
そして，IFRS の導入は，「財・管一致」か「財・管分離」という古くて新しい問題も
提起することになっている。ある企業では，最近，財務会計に関しては IFRS を導入し
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たが，管理会計の方は日本基準のままである。この企業は，独自の管理会計システムを
持っているため，一気に管理会計まで IFRS の適用には至っていないが，今後，どのよ
うにすべきか検討中とのことであった。一方，外資系の企業は，早期に IFRS を適用
し，管理会計も含めて IFRS に統一して，一体化して運用しているとのことであった。
これらの企業の対応を見ても，今後の大きな課題となりうる。
また，ERP の導入により，海外子会社も含めた財務データの共通化，共有化は，単
に決算の迅速化に留まらない影響があると思われる。これらについても，実務がどのよ
うに対応し，実際の海外子会社マネジメントにどのような影響があるのかを明らかにす
る必要がある。
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